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序     文 
 

カメルーン共和国政府は、コメの消費量・輸入量が増加する一方で、コメの国内生産量が停滞

していることに強い危機感をもち、稲作の振興をめざしています。日本国政府は、アフリカ稲作

振興のための共同体（CARD）の第1グループ支援対象でもあるカメルーン共和国政府の要請に基

づき、「熱帯雨林地域陸稲振興プロジェクト」を2011年5月より実施しています。 

今般、プロジェクトの協力期間終了を目前に控え、協力期間中における実績と実施プロセスを

確認し、その情報に基づいて、評価5項目の観点から評価を行うとともに、今後の協力の枠組みに

ついて検討することを目的として、2013年11月29日から12月16日にわたり、終了時評価調査団を

現地に派遣しました。 

本調査団は、カメルーン共和国側評価委員と合同評価委員会を結成し、評価結果を合同評価報

告書に取りまとめ、合同調整委員会（JCC）に提出するとともに、カメルーン共和国側政府関係者

とプロジェクトの今後の方向性について協議し、協議議事録（M/M）として署名を取り交わしま

した。 

本報告書は、同調査団の協議並びに調査・評価結果を取りまとめたものであり、今後、広く関

係者に活用され、日本国・カメルーン共和国両国の親善及び国際協力の推進に寄与することを願

うものです。 

ここに、本調査にご協力とご支援をいただいた関係各位に対し、心より感謝申し上げます 

 

平成26年2月 

 

独立行政法人国際協力機構 

農村開発部長 熊代 輝義 
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評価調査結果要約表 
 

１．案件の概要 

国名：カメルーン共和国 案件名：熱帯雨林地域陸稲振興プロジェクト 

分野：農業開発 援助形態：技術協力プロジェクト 

所轄部署：農村開発部 協力金額（評価時点）：約3.2億円 

 

 

協力期間 

（R/D）：2011年2月28日 

2011年5月25日～ 

2014年5月24日（3年間） 

先方関係機関：農業・農村開発省（MINADER） 

 

 日本側協力機関：なし 

 他の関連協力： 

１－１ 協力の背景と概要 

カメルーン共和国（以下、「カメルーン」と記す）において農業は基幹産業であり、就業人口

の約6割（2001年）、GDPの約2割（2009年）を占めている。カメルーンにおける主な農作物は、

北部のミレット・ソルガム、中部から南部にかけてのトウモロコシ、南部のバナナ・イモ類で

あり、これらの作物が主食となっている。近年、大都市圏を中心にコメの消費が急速に広まり

つつあり、食糧安全保障の観点から、国内コメ生産の振興が急務となっている。コメの消費量

増加（2008年の推定で年間25.7kg/人）の一方、国内生産は停滞し、コメ生産面積は4.4万ha、生

産量は10万t（2007年、平均収量2.27t/ha）にとどまるなか、2007年には47万t 以上のコメが輸入

されている。 

2008年10月に開催された第1回「アフリカ稲作振興のための共同体」“Coalition for African Rice 

Development：CARD”本会合において、カメルーンは第1グループに選定され、稲作振興戦略文

書“National Rice Development Strategy：NRDS”も策定されている。CARD対象国においては、

それぞれのNRDSの下、コメ増産に向けた取り組みを開始することが期待されており、国際協力

機構（JICA）はCARD推進を積極的に支援している。しかし、カメルーンの稲作分野に対しては、

これまでJICAの協力が実施されていなかったことから、2009年6月に、コメセクターの現状を把

握するとともに当該分野への日本の協力方針を策定することを目的とした協力準備調査が実施

された。 

協力準備調査の結果、カメルーンの灌漑稲作地帯である北部、及び西部の生産米の多くが国

外に流出し、コメの大消費地である南部のヤウンデ、ドゥアラといった大都市に供給されてい

ないこと、南部の熱帯雨林地域は気候的に陸稲栽培に適するものの開発が進んでいないこと、

などが明らかとなり、カメルーン南部における大都市へのコメ供給をめざした稲作振興の必要

性が提言された。 

本提言を受けたカメルーン政府は、首都ヤウンデのある中央州と隣接する東部州・南部州（以

下「プロジェクト対象3州」）の3州における稲作（陸稲）振興を目的とした技術協力プロジェク

トを、わが国に要請した。 

カメルーンの農業普及システムは、中央の農業・農村開発省（Ministry of Agriculture and Rural 

Development：MINADER）の普及担当部局、及び州～県～郡の各レベルの地方農業局と現場の

農業普及員から構成されており、このシステムを活用するために、MINADERをカウンターパー

ト（C/P）機関と位置づけ、協力を実施している。 
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１－２ 協力内容 

（1）上位目標 

プロジェクト対象3州において陸稲の生産量が増加する。 

 

（2）プロジェクト目標 

プロジェクト対象3州のパイロット地域において、陸稲を栽培する農家が増加する。 

 

（3）成果 

成果1：プロジェクト圃場における栽培試験により、普及のための陸稲品種・陸稲栽培技術

が決定される。 

成果2：陸稲栽培普及のための、さまざまなレベルの関連職員と農業普及員が育成される。

成果3：プロジェクト対象3州のパイロット地域を中心に、陸稲栽培が促進される。 

成果4：プロジェクト対象パイロット地域の陸稲栽培先進地域において、農家レベルでの収

穫後処理技術が改善される。 

 

（4）投入（評価時点） 

日本側 

長期専門家派遣：3名 

チーフアドバイザー、陸稲栽培・普及、プロジェクト運営管理/研修 

短期専門家派遣：5名、計29.54MM 

チーフアドバイザー（9.7MM）、稲作栽培技術（6.0MM）、収穫後処理（7.0MM）、普及

（3.67MM）、農村社会・農業経済（3.17MM） 

研修員受入：稲作、農業機械分野の技術研修 4名 

機材供与：収穫後処理関連機材、栽培試験関連資機材、展示圃場関連資機材、種子生

産関連資機材、事務所用資機材、車両、研修用資機材等〔約4,145万円（現地調達及び

携行機材）〕 

管理運営経費：1億3,309万円（2013年9月まで） 

カメルーン側 

カウンターパート配置：12名 

施設・建物：プロジェクト事務所、種子生産圃場、種子貯蔵施設の提供 

管理運営経費：6億1,220万FCFA  *1FCFA=約0.21円 

２．評価調査団の概要 

 調査者  ＜日本側＞ 

担当分野 氏 名 所 属 

団長 富高 元徳 JICA国際協力専門員  

評価分析 長島 聡 株式会社アイコンズ 

計画管理 椎名 卓 JICA農村開発部乾燥畑作地帯第二課 

 

 ＜カメルーン側＞ 

担当 氏 名 所 属 

団長 クリスティン・ペドム MINADER 

合同評価者 クロテール・アリコウ・ングインゴ MINADER 

合同評価者 イブ・ナルシス・チョウアラック・ペシュウ MINEPAT 
   

 

調査期間  2013年11月29日〜12月16日 評価種類：終了時評価 
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３．評価結果の概要 

３－１ 実績の確認 

（1）成果の達成度 

成果1：プロジェクト圃場における栽培試験により、普及のための陸稲品種・陸稲栽培技術

が決定される。 

成果 1は達成見込みである。農業開発研究所（ Institute of Agricultural Research for 

Development：IRAD）によって特定された陸稲2品種が選定された。プロジェクト圃場の経

験や研究を基に、陸稲に関する技術文書の暫定版が作成されている。加えて、普及や研修

のためのいくつかの教材が作成された。 

 

成果2：陸稲栽培普及のための、さまざまなレベルの関連職員と農業普及員が育成される。

成果2は達成見込みである。MINADER職員158人及び普及員176人に対して研修を行い、

陸稲栽培技術は移転された。加えて、IRADにて研修を受けた中核農民の83％以上が播種し、

62％以上が収穫している。 

 

成果3：プロジェクト対象3州のパイロット地域を中心に、陸稲栽培が促進される。 

成果3は達成見込みである。原種種子と認証種子は、それぞれ平均で年換算4.6t、13.4tが

生産され、指標の数値を上回っている。終了時評価時までに、175回の現場研修が既に開催

され、6,297人の一般農家が研修に参加している。また、5,024人の一般農民が陸稲種子を受

け取っている。それに加えて、2014年の第一作期には追加の研修が計画されており、さら

に農民の数は増加する見込みである。 

 

成果4：プロジェクト対象パイロット地域の陸稲栽培先進地域において、農家レベルでの収

穫後処理技術が改善される。 

成果4については、収穫後処理の研修に140人が参加し、指標は達成されている。しかし、

精米の破砕米率、異物混入率、農家の陸稲栽培状況・収穫後処理状況等に係る指標につい

ては、終了時評価時点では達成を予想することは難しい。 

 

（2）プロジェクト目標達成の見込み 

プロジェクト目標：プロジェクト対象3州のパイロット地域において、陸稲を栽培する農

家が増加する。 

指標は達成される可能性は高いが、より長期間のモニタリングが必要である。 

PDM Ver.1では、プロジェクト目標の指標は「3州のパイロット地域において計3,000世帯

以上の農家が陸稲栽培を開始する」であった。普及員のモニタリングでは、2012年に種子

を配布した2,071人のうち、1,297人（62.6％）が1回以上収穫を行っている。終了時評価時点

では、イネの種子は5,024人対して配布されている。そのため、この指標の達成は可能であ

る。 

プロジェクト目標の達成には、農民が継続して栽培することが重要という観点から、中

間レビュー時に本指標は「協力期間内に少なくとも2シーズン生産を継続する」と追記され

た。プロジェクトで実施した社会調査によれば、複数回稲作を実施したと確認できたのは

535人（25.8％）である（有効回答数2,071人中974人）。複数回継続していない理由としては、

鳥害、播種時期の遅れによって収穫できなかった、などがある。継続率の向上は、主作期

における早期の播種や鳥の少ない季節の栽培などによって改善されるものとみられる。2年

間の稲作栽培のモニタリングの結果、二期作に向かない地域も確認されているため、稲作

の阻害要因に対する対策が講じられたとしても、継続が栽培されているのかを確認するに
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は、少なくとも2作期（2年間）を要する。 

 

３－２ 評価結果の要約 

（1）妥当性 

以下のような理由により、妥当性は高い。 

陸稲の増産をめざす本プロジェクトは、カメルーンの稲作分野の政策目標と合致してい

る。稲作分野の振興政策としてCARDの枠組みのもと、NRDSが2009年に策定された。その

目標は、国内稲作振興によるコメの国内自給である。特に、2018年までに約9.7倍のコメ生

産を達成することを数値目標とし、全体の7割強の生産を陸稲栽培が占めることを想定して

いる。 

本プロジェクトは、カメルーン側のニーズに合致している。近年、ヤウンデ、ドゥアラ

といった大都市圏を中心にコメの消費が急速に広まりつつあり、コメ（籾）生産量は10万t

（2007年、平均収量2.27t/ha）にとどまるなか、2007年には47万t 以上のコメ（白米）が輸

入されていた。そのため、食糧安全保障の観点から国内のコメ生産の振興が喫緊の課題と

なっている。 

2012年に作成されたわが国の国別援助方針では、「農業・農村開発」がその重点分野とし

て位置づけられている。 

カメルーンにおいては、特にネリカ米について良質な稲種子を生産する知識や技術が発

展途上であり、日本は稲種子生産技術や普及の優位性が極めて高い。したがって、陸稲栽

培知識・経験及び水稲を含む優良種子生産において、日本人専門家及び本邦研修における

技術移転は極めて有効である。 

 

（2）有効性 

以下のような理由により、有効性はやや高い。 

プロジェクト目標は達成見込みであるが、より長期間のモニタリングが必要である。 

今後も計画どおりに種子の生産、配布が継続できれば、種子配布農家の約60％が陸稲栽

培を1回以上継続していたというデータもあることから、十分達成は可能である。 

本プロジェクトでは、当初すべてのパイロット地区での二期作を視野に入れた活動を行

ってきた。しかし、2年間のモニタリングによって、一部の地域で二期作が適していないこ

とが判明している。年間1回しか栽培されない場合、中間レビュー時に追加された「協力期

間内に少なくとも2シーズン生産を継続する」という指標の確認が困難であり、より長期間

のモニタリングが必要となる。 

鳥害について、2012年第1雨期には壊滅的な被害を受けた圃場もある（中央州）。第2雨期

であれば鳥害は極めて少ないことが分かってきているが、栽培回数の増加に従って鳥害も

増加していく傾向がみられている。 

 

（3）効率性 

以下のような理由により、効率性はやや高い。 

成果1～3（指標値）はプロジェクト終了時までには、ほぼ達成されることが見込まれる。

しかしながら、成果4は、種子配布が遅れたことにより十分な籾の生産量がなかったことか

らやや遅れている。そのため、プロジェクト期間内に成果4の達成を予想することが難しい。

本プロジェクトの規模やその求められる成果に対して、当初長期専門家は2名と少なく、

当初の種子生産、栽培技術策定、C/Pの能力強化等について課題がみられた。また、チーフ

アドバイザーがプロジェクト開始から2年間は短期派遣であったことから、戦略をもってプ

ロジェクト遂行を行うことにも支障がみられた。 

MINADERより2名の常勤C/Pが配置され、また種子生産圃場にMINADER中央州からも常
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勤のC/Pが配置され、技術移転によって十分なレベルに達している。そのため、C/Pの人数、

配置状況、能力等は適切である。 

農業普及員の活動費、光熱費、合同調整委員会（JCC）開催費など、カメルーン側の十分

なカウンターパート・ファンドが確保されている。加えて、種子生産のためにMINADERに

よって公共投資予算が割り当てられている。 

 

（4）インパクト 

以下のような理由により、インパクトはやや高い。 

MINADERによる種子生産のための予算の確保がある程度継続されれば、プロジェクト終

了5年後にはある程度上位目標の指標は達成される可能性がある。そのためには、優良種子

の生産、普及活動の更なる充実、及び収穫・収穫後処理へのインプット、市場流通、民間

の参入、農家間での種子の移動なども含めて考慮していく必要がある。 

上位目標とプロジェクト目標は乖離していると考えられる。JCCでの協議によって、

11,000tの生産となったが、プロジェクト目標の達成から5年後を考えても過大な数値と考え

られる。ただし、JCCでは、上位目標は本プロジェクトのみの効果ではなく、NRDS等に基

づいたカメルーン全体の陸稲振興の結果であることを前提に協議されている。 

プロジェクト対象地域外にも種子の配布を行っており、2013年第1作期には1,526袋（1袋

4.5～5㎏）、第2作期には1,619袋の種子を配布した。このようにパイロット地区外へプロジ

ェクトの効果が広がりつつある。 

 

（5）持続性 

以下のような理由により、持続性はやや高い。 

1）政策・制度面の持続性 

政策支援は継続される可能性が高い。稲作分野の振興政策としてNRDSがある。NRDS

では、2008年の国内コメ生産量10万t（籾、推計値）に対し、2018年までに約9.7倍のコメ

生産を達成することを数値目標としている。これは、本プロジェクトがめざす方向とも

一致する。 

2）組織面の持続性 

組織面での持続性は中程度である。プロジェクト終了後にもMINADERとその普及組織

が引き続き活動を継続するかどうかは不透明である。したがって、本プロジェクトにお

ける陸稲普及にあたっては、生産者（農家）に技術が残ることを最優先と考え、MINADER

とともに生産農家へのフォローアップを行う必要がある。 

3）財政面の持続性 

財政面での持続性は高い。プロジェクト実施中は、カウンターパート・ファンドが利

用可能であったこと、また、MINADERが公共投資予算として2012年、2013年に陸稲種子

生産に支出したことなど、大きな財政面での支援があった。 

4）技術面の持続性 

C/Pはプロジェクト期間中に必要な知識や技術を得た。彼らは、最低限のアドバイスで

農業普及員や中核農家への研修や種子生産などを行っている。これらの技術は、カメル

ーンにおける米産業の振興に活用されることが期待される。 

 

３－３ 効果発現に貢献した要因 

（1）計画内容に関すること 

特になし 
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（2）実施プロセスに関すること 

1）プロジェクト開始の早い段階での、種子調達方法の転換とその実施 

2）JICA側の理解による種子生産の方針変更に対する素早い投入（トラクターや作業機の

供与等） 

3）2012年及び2013年の栽培（合計4回の雨期作）によって、カメルーンの稲作の状況が明

らかになり、2013年の第2雨期からそのフィードバックを開始し、プロジェクトの運営が

効率的になってきている。 

4）本プロジェクトでは、週礼ミーティングによる、情報や共通のゴールの共有に役立っ

ている。また、プロジェクト事務所がMINADER本部にあるため、事務次官、スーパーバ

イザー、プロジェクトコーディネーター等とも日々のコミュニケーションが、多くの関

係機関をカバーする本プロジェクトの進捗に役立った。 

 

３－４ 問題点及び問題を惹起した要因 

（1）計画内容に関すること 

優良種子が入手できなかったことから、種子生産からプロジェクト活動を始めた。その

ため、種子配布開始時期に遅れがみられた。 

 

（2）実施プロセスに関すること 

1）農業普及員と付き合いがある農民はほぼ現地研修に参加したため、やや新規農家参加

者数の頭打ち傾向がみられる。 

2）鳥害による被害が見られた。 

3）プロジェクト開始時には、対象地域の雨期の期間、稲作の栽培期間、農作業に関する

情報が少なかった。モニタリングの結果、二期作に適していない地域が判明したことは、

今後の指標達成を確認するうえで大きな阻害要因となる。 

 

３－５ 結論 

本プロジェクトは、カメルーンにおける陸稲栽培の開発に大きく貢献した。本プロジェクト

開始時には、高品質の種子がカメルーン内で入手できないことが判明し、やや活動に遅れがみ

られた。しかし、種子生産をプロジェクト活動に取り込み、現在までに約8,000人のプロジェク

トパイロット地域内外の農民が種子を受領し、栽培を開始している。加えて、MINADERによっ

て公共投資予算が全国的に陸稲の種子生産を行うために割り当てられ、種子生産が開始される

など、プロジェクトのインパクトがみられた。 

一方、プロジェクト期間内（2014年5月）までにプロジェクト目標の達成を確認するには、い

くつかの懸念事項がある。プロジェクトで行っているモニタリングによれば、雨期がやや短い、

どちらかの雨期に鳥害が多いなどの理由で、二期作に適していない地域があることが分かって

きている。プロジェクト目標は「計3,000世帯以上の農家が陸稲栽培を開始し、協力期間内に少

なくとも2シーズン生産を継続する」であるが、二期作が適用できない場合、この達成を確認す

るのに長期間を要することになる。 

農民による栽培の継続も大きなチャレンジである。パイロット地域では、鳥害や収穫後処理

などのいくつかの阻害要因があり、これは負のインセンティブになる可能性がある。今後、主

作期における早期播種、鳥害の少ない時期の栽培など、その対策を広めていく必要がある。 

加えて、MINADERがプロジェクトの成果を基に、種子生産のための独自予算を割り当て始め

ている。種子生産の再活性化を支援するため、プロジェクト期間内に蓄積した知識や経験を基

に技術支援を行うことが望ましい。 

これらの活動を支援し、より堅固な結果を得るために、プロジェクト期間を延長することが

必要である。 
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３－６ 提言 

今後、残された協力期間でプロジェクト活動の成果を更に発展させ、プロジェクト目標の達

成を確保するために以下のとおり提言する。 

（1）陸稲栽培の成功率と継続率の改善 

大部分の農民は陸稲栽培を1作期のみ行っており、将来、どの程度の農民がその活動を継

続できるかを予想することは難しい。プロジェクトで実施した社会調査の結果を基に、成

功する農民が増加するためのインセンティブや阻害要因などを特定する必要がある。また、

その対策を併せて検討する必要がある。 

 

（2）陸稲栽培農民を増加させるための対策の検討 

農民へ普及を行うにあたり、本プロジェクトは農業普及員と良好な関係をもつ農民を対

象としてきた。しかし、その数は限界に近づき現場研修へ参加する農民がやや減少してい

る。現在の普及方法に加えて、農民共同組織（GICなど）を活用した新たな生産農家を増加

させる効果的な方法を検討する必要がある。 

 

（3）カメルーン・日本国側双方の種子生産活動における役割 

本プロジェクトの成果を基に、MINADERは種子生産拠点の強化と拡大のための予算を確

保している。カメルーン側の目的は種子生産の全国展開である。これは、プロジェクトの

範囲を越えたものであるが、日本人専門家は必要時に技術的なアドバイスを行うなどの支

援をする必要がある。 

 

（4）プロジェクトの成果や経験の共有 

カメルーン周辺諸国は陸稲栽培に興味を示している。プロジェクトの活動を通じて、陸

稲に関する有用な知識や経験が蓄積されており、もし要請があればその知識や経験を共有

することが望ましい。 

 

（5）プロジェクト期間の延長 

これまでに述べてきたように、プロジェクト目標の指標が変更され、その指標の達成を

プロジェクト期間内で達成することは困難である。中間レビュー時には、陸稲栽培の指導

やモニタリングのためにプロジェクト期間を20カ月延長することが提言された。しかしな

がら、陸稲開発と振興に係る正負の情報が蓄積されつつあり、合同評価団はプロジェクト

期間の延長を2年間（24カ月）にすることを提言する。 

陸稲は、カメルーンでは生産やマーケティングにリスクのある新規の作物である。現地

研修参加後に、2回以上栽培を行う農家が30％ということを考えると、1万人の農民に対し

て研修及び種子の配布を行う必要がある。これまでに、パイロット地区において約5,000人

に種子を配布している。2年間の延長によって、今後4回の作期において5,000人の農民の研

修が行われる見込みである。多くのアフリカ諸国における陸稲振興に関するJICAの経験は、

カメルーンにおける適切な普及の方向へと導くこととなる。 

 

３－７ 教訓 

（1）既存情報の活用 

本プロジェクトでは、プロジェクトの進捗を加速するため、特に成果1の陸稲品種の選定

や栽培技術の普及について、既存情報を有効に活用した。効果的なプロジェクトの運営の

ためには、既存の情報を有効活用することが重要である。 
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（2）収穫後処理やマーケティングの重要性 

収穫前技術及び収穫後処理は、稲作がポピュラーでないプロジェクト対象3州における陸

稲の導入にとって重要である。収穫後機材導入の遅れは、研修後の陸稲栽培開始に影響が

あった。もし、精米機が初期に導入されていたとすれば、陸稲栽培の継続率もやや高かっ

た可能性がある。新たな地域へ陸稲を普及するには、精米機の導入を併せることが望まし

い。 

 

（3）実施者と協力者のコミュニケーションの重要性 

本プロジェクトでは、週礼ミーティングが開催されており、関連情報や共通目標の共有

に役立っている。また、プロジェクト事務所がMINADER本部にあるため、事務次官、スー

パーバイザー、プロジェクトコーディネーターなどとも日々のコミュニケーションも円滑

である。このような良いコミュニケーションは、多くの関係機関（IRAD、4種子生産圃場、

3州、10パイロット地域など）をカバーする本プロジェクトの進捗に役立った。本部からの

コミュニケーションや指示は、これらの関係機関によって遵守された。 
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第１章 終了時評価調査の概要 
 

１－１ 調査団派遣の経緯と目的 

カメルーン共和国（以下、「カメルーン」と記す）において農業は基幹産業であり、就業人口の

約6割（2001年）、GDPの約2割（2009年）を占めている。カメルーンにおける主な農作物は、北部

のミレット・ソルガム、中部から南部にかけてのトウモロコシ、南部のバナナ・イモ類であり、

これらの作物が主食となっている。近年、大都市圏を中心にコメの消費が急速に広まりつつあり、

食糧安全保障の観点から、国内コメ生産の振興が急務となっている。コメの消費量増加（2008年

の推定で年間25.7kg/人）の一方、国内生産は停滞し、コメ生産面積は4.4万ha、生産量は10万t（2007

年、平均収量2.27t/ha）にとどまるなか、2007年には47万t 以上のコメが輸入されている。 

2008年10月に開催された第1回「アフリカ稲作振興のための共同体」“Coalition for African Rice 

Development：CARD”本会合において、カメルーンは第1グループに選定され、稲作振興戦略文書

“National Rice Development Strategy：NRDS”も策定されている。CARD対象国においては、それ

ぞれのNRDSの下、コメ増産に向けた取り組みを開始することが期待されており、国際協力機構

（JICA）はCARD推進を積極的に支援している。しかし、カメルーンの稲作分野に対しては、これ

までJICAの協力が実施されていなかったことから、2009年6月に、コメセクターの現状を把握する

とともに当該分野への日本の協力方針を策定することを目的とした協力準備調査が実施された。 

協力準備調査の結果、カメルーンの灌漑稲作地帯である北部、及び西部の生産米の多くが国外

に流出し、コメの大消費地である南部のヤウンデ、ドゥアラといった大都市に供給されていない

こと、南部の熱帯雨林地域は気候的に陸稲栽培に適するものの開発が進んでいないことなどが明

らかとなり、カメルーン南部における大都市へのコメ供給をめざした稲作振興の必要性が提言さ

れた。 

本提言を受けたカメルーン政府は、首都ヤウンデのある中央州と隣接する東部州・南部州（以

下、「プロジェクト対象3州」と記す）の3州における稲作（陸稲）振興を目的とした「熱帯雨林地

域陸稲振興プロジェクト」（以下、「本プロジェクト」）を、わが国に要請した。これを受けて本プ

ロジェクトは、農業・農村開発省（Ministry of Agriculture and Rural Development：MINADER）をカ

ウンターパート（Counterpart：C/P）機関として、2011年5月より2014年5月までの3年間の予定で実

施されており、現在、長期専門家3名（チーフアドバイザー、研修/プロジェクト管理、陸稲栽培技

術/普及）及び短期専門家1名（収穫後処理）を派遣中である。プロジェクトは、協力期間終了目前

に達したことから、以下を目的とする終了時評価調査が実施された。 

 

1）PDM及び活動計画（PO）に基づき、プロジェクトの投入実績、活動実績、成果・プロジェク

ト目標・上位目標の達成状況（見込み）について確認する。 

2）実施プロセスを整理するとともに、評価5項目（妥当性、有効性、効率性、インパクト及び

持続性）の観点から分析を行う。 

3）プロジェクト実施上の課題及び問題点を抽出するとともに、今後、プロジェクト終了までに

取るべき方策についての提言事項を取りまとめる。 

4）協議結果について、カメルーン側との合意事項として評価レポートに取りまとめる。 

5）必要に応じてカメルーン側の代表者と評価レポートの主要部分について、協議議事録（Minutes 

of Meeting：M/M）により合意する。 
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１－２ 調査団の構成と調査期間 

終了時評価調査は、本邦からの調査団員とカメルーン政府評価メンバーから成る合同チームに

よって、2013年11月29日から12月16日の19日間（現地調査）にわたり実施された。合同チームメ

ンバーの構成は、以下のとおりである。 

 

＜カメルーン側メンバー＞ 

担当分野 氏名 所属 

団長 クリスティン・ペドム MINADER 

合同評価者 クロテール・アリコウ・ングインゴ MINADER 

合同評価者 イブ・ナルシス・チョウアラック・ペシュウ MINEPAT 

 

＜日本側メンバー＞ 

担当分野 氏名 所属 現地派遣期間 

団長/総括 富高 元徳 JICA国際協力専門員 2013年11月29日～12月16日

評価分析 長島 聡 株式会社アイコンズ 2013年11月29日～12月16日

計画管理 椎名 卓 JICA農村開発部乾燥畑作地帯第二課 2013年11月29日～12月16日

 

１－３ 調査日程 

調査日程は、「付属資料1協議議事録（M/M）の1-2 Schedule of the Evaluation」に示されたとおり。 

 

１－４ 主要面談者 

現地調査期間の主要面談者リストは、付属資料-2に示した。 

 

１－５ 対象プロジェクトの概要 

（1）上位目標 

プロジェクト対象3州において陸稲の生産量が増加する。 

 

（2）協力終了時の達成目標（プロジェクト目標） 

プロジェクト対象3州のパイロット地域において、陸稲を栽培する農家が増加する。 

 

（3）プロジェクトの成果（アウトプット） 

成果1：プロジェクト圃場における栽培試験により、普及のための陸稲品種・陸稲栽培技術

が決定される。 

成果2：陸稲栽培普及のための、さまざまなレベルの関連職員と農業普及員が育成される。 

成果3：プロジェクト対象3州のパイロット地域を中心に、陸稲栽培が促進される。 

成果4：プロジェクト対象3州のパイロット地域の陸稲栽培先進地域において、農家レベル

での収穫後処理技術が改善される。 

 

（4）活動 

1-1 陸稲品種・陸稲栽培技術にかかわるベースライン調査を実施する。 

1-2 プロジェクトの試験/展示のための圃場を設置する。 
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1-3 適切な陸稲品種選定のために必要な栽培試験を実施する。 

1-4 ネリカ米を含む陸稲種子について、栽培技術を特定するために必要な栽培試験を実施する。 

1-5 陸稲栽培普及に用いる適切な陸稲品種を特定する。 

1-6 陸稲栽培普及のための陸稲栽培技術を決定する。 

1-7 特定された陸稲品種と栽培技術を発表するセミナーを開催する。 

2-1 陸稲栽培普及のための人的資源、及び地方農業局のニーズに関するベースライン調査

を実施する。 

2-2 研修に必要な陸稲栽培展示をプロジェクト圃場にて実施する。 

2-3 3州における優先普及のためのパイロット地域を定める。 

2-4 地方農業局からの意見聴取を通し、陸稲栽培研修の実施計画を策定する。 

2-5 地方農業局のニーズに基づき選抜された地方農業局の関係者に対し、プロジェクト圃

場における陸稲栽培研修を行う。 

2-6 地方農業局のニーズに基づき選抜された農業普及員に対し、プロジェクト圃場におけ

る陸稲栽培研修を行う。 

2-7 パイロット地域の選抜された中核農民向けに、プロジェクト圃場における陸稲栽培研修を行う。 

3-1 プロジェクトの種子増殖圃場で高品質な陸稲種子を生産する。 

3-2 プロジェクト圃場で、MINADER及びIRAD職員に対し、種子生産・種子品質管理に係

るOJTを実施する。 

3-3 パイロット地域における農業普及員と中核農民による一般農民向けの現場研修（オン

ファームトレーニング）の実施計画を策定する。 

3-4 実施計画に基づき、パイロット地域における一般農民向けの現場研修（オンファーム

トレーニング）を、中核農民の圃場を使って実施する。 

3-5 パイロット地域以外の地方農業局を含め、各地方農業局のニーズに基づき、地方農業

局による陸稲普及活動への支援（種子供給、技術支援）を行う。 

3-6 プロジェクト対象3州において陸稲栽培普及に取り組むNGO等との連携を検討する。 

4-1 収穫後処理技術、及び陸稲米のマーケティングに関するベースライン調査を実施する。 

4-2 陸稲栽培が先行導入された地域に対し、陸稲栽培の普及状況に応じ、収穫後処理にか

かわる支援を行う。 

4-3 収穫後処理機材の利用状況に基づく、郡農業局・農業普及員による陸稲米生産・収穫

後処理のモニタリング体制を構築する。 

4-4 中央州、東部州、南部州の3州で生産された陸稲米プロモーション活動を試行する。 

 

（5）実施期間 

2011年5月～2014年5月（3年間） 

 

（6）対象地域 

中央州・東部州・南部州 

 

（7）カウンターパート機関 

農業・農村開発省（MINADER） 
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第２章 終了時評価調査の方法 
 

２－１ 終了時評価調査の視点と手法 

本プロジェクトの実績の検証、実施プロセスの検証、評価5項目について評価を実施した。各項

目の評価設問と評価指標については、評価グリッド〔付属資料3 PDM Ver.3（和文）〕を参照のこと。 

 

２－２ 調査項目と方法 

２－２－１ 主な調査項目 

本終了時評価調査は「新JICA事業評価ガイドライン第1版」（2010年6月改訂）に準拠して実施

した。PDMやその他関係資料に基づいて評価設問（調査すべき項目）を検討し、プロジェクト

の実績、実施プロセス、評価5項目（妥当性、有効性、効率性、インパクト、持続性）に関する

評価グリッドを作成した。実績、実施プロセス、評価5項目の定義は以下のとおりである。 

 

（1）実績 

投入、アウトプット、プロジェクト目標、上位目標に関する達成度、もしくは達成予測

に関する情報 

 

（2）実施プロセス 

活動の実施状況やプロジェクトの現場で起きている事柄に関するさまざまな情報 

 

（3）評価5項目 

妥当性 プロジェクトのめざしている効果（プロジェクト目標や上位目標）が、受益者

のニーズに合致しているか、問題や課題の解決策として適切か、相手国と日本

側の政策との整合性はあるか、プロジェクトの戦略・アプローチは妥当か、な

どといった「援助プロジェクトの正当性・必要性」を問う視点 

有効性 プロジェクトの実施により、プロジェクトの目標が達成され、本当に受益者も

しくは社会への便益がもたらされているのか（あるいは、もたらされるのか）

を問う視点 

効率性 

 

主にプロジェクトのコストと効果の関係に着目し、投入した資源が有効に活用

されているか（あるいは、されるか）を問う視点 

インパクト プロジェクトの実施によってもたらされる、正、負の変化を問う視点（直接、

間接の効果、予測した・しなかった効果を含む） 

持続性 プロジェクトで生まれた効果が、協力終了後も持続しているか（または、でき

るか）を問う視点 

 

２－２－２ 評価実施方法 

評価グリッドに基づいて以下の方法で情報・データを収集し、評価分析を行った。 

（1）文献・既存資料調査 

・派遣専門家報告書 

・中間レビュー報告書 
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・専門家提供資料 

・その他 

 

（2）サイト調査 

中央州IRAD種子生産圃場、南部州エボロワ種子生産圃場、東部州バトゥーリ種子生産圃

場、南部州ングレマコン郡、東部州バトゥーリ郡などを訪問し、活動状況を調査した。 

 

（3）聞き取り調査 

日本人長期専門家、カウンターパート（MINADER本部、IRAD種子生産圃場）、農業普及

員、農民等を対象に聞き取り調査を実施した。 
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第３章 プロジェクトの進捗状況 
 

３－１ プロジェクトの投入実績 

３－１－１ カメルーン側の投入実績 

（1）カウンターパート（C/P） 

MINADER本省3名、プロジェクト事務所 2名、MINADER 4名、IRAD 1名、MINADER中

央・東部州から2名の計12名を配置した。 

 

（2）施設・建物 

プロジェクト事務所、種子生産圃場、種子貯蔵施設を提供した。 

 

（3）管理運営経費 

以下の管理運営費を提供した。 

 

表－１ カメルーン側が負担した管理運営費 

（000FCFA） 

年 項 目 支出金額 

2012 
カウンターパート・ファンド 50,000 

公共投資予算 40,000 

2013 
カウンターパート・ファンド 97,000 

公共投資予算 425,000 

合計 612,200 
*1FCFA＝約0.2円 
出所：PRODERiP 

 

３－１－２ 日本側の投入実績 

（1）日本人専門家派遣 

以下の専門家の派遣が行われた。 

1）長期専門家：3名 

チーフアドバイザー、陸稲栽培・普及、プロジェクト運営管理/研修 

2）短期専門家：5名、計13回 

チーフアドバイザー（7回）、稲作栽培技術（1回）、収穫後処理（3回）、普及（1回）、

農村社会・農業経済（1回） 

 

（2）機材 

収穫後処理関連機材、栽培試験関連資機材、展示圃場関連資機材、種子生産関連資機材、

事務所用資機材、車両、研修用資機材等〔約4,145万円（現地調達及び携行機材）〕の調達が

行われた。 

 

（3）本邦・第三国研修 

4人に稲作、農業機械分野の技術研修を実施した。 
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（4）プロジェクトの運営経費 

以下のプロジェクト運営経費を支援した。 

 

表－２ 本プロジェクト側の運営経費 

（000FCFA） 

会計年度 支出額 

2011～2012 197,114 

2012～2013 306,515 

2013～2014（2013年9月まで） 130,148 

合計 633,777 
出所：PRODERiP 

 

３－２ 成果（アウトプット）の達成状況 

成果1：プロジェクト圃場における栽培試験により、普及のための陸稲品種・陸稲栽培技術が

決定される。 

成果1は達成見込みである。IRADによって特定された陸稲2品種が選定された。プロジェクト圃

場の経験や研究を基に、陸稲栽培に関する技術文書の暫定版が作成されている。加えて、普及や

研修のためのいくつかの教材が作成された。 

（1）指標1-1：普及する陸稲品種が2種類以上特定される。 

本指標は既に達成されている。陸稲2品種（NERICA3及びNERICA8）が選定され、種子生産

を行っている。品種の選定にあたっては、限られたプロジェクト実施期間では品種選定試験

を実施する時間がないことから、既にIRADが参加型品種選択法（PVS）によって選定した品

種が採用された。 

 

（2）指標1-2：普及する陸稲栽培技術の技術文書が作成される。 

本指標は達成される見込みである。栽培技術マニュアル「やさしいネリカの育て方」の暫

定版（仏語版、英語版は準備中）は完成した。最終版の完成に向けて、圃場での栽培試験デ

ータを蓄積しているところであり、プロジェクト終了までには完成する見込みである。 

 

（3）指標1-3：普及する陸稲栽培技術に係る研修用資料が作成される。 

本指標は既に達成されている。研修用や普及のため、各栽培ステージに対応した普及用ポ

スター12種類、栽培マニュアルなどの研修教材が制作され、既に使用されている。 

 

成果2：陸稲栽培普及のための、さまざまなレベルの関連職員と農業普及員が育成される。 

成果2は達成見込みである。MINADER職員158人及び普及員176人に対して研修を行い、陸稲栽

培技術は移転された。加えて、IRADにて研修を受けた83％以上の中核農民が播種し、62％以上の

中核農民が収穫している。 

（1）指標2-1：陸稲栽培を指導できる、100人以上の職員が養成される（研修終了時に実施する陸

稲栽培理解度テストに合格した者）。 

本指標は既に達成されている。研修を受けた州レベル、県レベル、郡レベルのMINADER職

員、PNVRA職員の養成人数は158人である。彼らはIRAD圃場研修（陸稲栽培技術）において
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研修を受け、既に理解度テストに合格している。 

 

表－３ IRAD圃場研修（陸稲栽培技術）におけるMINADER職員、PNVRA職員の 

理解度テスト合格者数 

研修時期 
理解度テスト受験者数

（人） 

理解度テスト合格者数

（人） 

第1回研修（2012年2～3月） -* - 

第2回研修（2012年5月）  15  13 

第3回研修（2012年10～11月）  55  55 

第4回研修（2013年1～2月）  16  16 

第5回研修（2013年5～6月）  56  53 

第6回研修（2013年10月）  21  21 

合 計 163 158 
* このグループからの受講者はいなかった。 
出所：PRODERiP 

 

（2）指標2-2：陸稲栽培を指導できる、200人以上の農業普及員が養成される（研修終了時に実施

する陸稲栽培理解度テストに合格した者）。 

本指標は達成見込みである。農業普及員の養成人数は176人である。彼らはIRAD圃場研修（陸

稲栽培技術）において、研修を受け、既に理解度テストに合格している。また、2014年にも

農業普及員に対する研修が計画されている。 

 

表－４ IRAD圃場研修（陸稲栽培技術）における農業普及員の理解度テスト合格者数 

研修時期 
理解度テスト受験者数

（人） 

理解度テスト合格者数

（人） 

第1回研修（2012年2～3月） 25 25 

第2回研修（2012年5月） 22 20 

第3回研修（2012年10～11月） 44 41 

第4回研修（2013年1～2月） 22 22 

第5回研修（2013年5～6月） 69 68 

第6回研修（2013年10月） -* - 

合 計 182 176 
* このグループからの受講者はいなかった。 
出所：PRODERiP 

 

（3）指標2-3：研修を受けた中核農民のうち、200人（または30％）以上の中核農民が研修で学ん

だ技術を実践する。 

本指標は達成される見込みである。表-5のように年によってばらつきはあるものの、平均で

83％以上の中核農民が播種し、62％以上の中核農民が収穫している。 
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表－５ 研修を受けた中核農民数と技術の適用状況 

 2012年 

第1作期（人）

2012年 

第2作期（人）

2013年 

第1作期（人） 
計 

研修参加者数 50 39 181 270 

うち播種を行った者 45 90.0% 37 94.9% 143 79.0% 225 83.3%

うち除草を行った者 39 78.0% 36 92.3% 104 57.5% 179 66.3%

うち施肥を行った者 11 22.0% 8 20.5% 26 14.4% 45 16.7%

うち収穫を行った者 20 40.0% 34 87.2% 115 64.5% 169 62.6%
出所：PRODERiP 

 

成果3：プロジェクト対象3州のパイロット地域を中心に、陸稲栽培が促進される。 

成果3は達成見込みである。原種種子と認証種子の生産は、それぞれ平均で年換算4.6t、13.4tが

生産され、指標の数値を上回っている。終了時評価時までに、175回の現場研修が開催され、6,297

人の一般農家が研修に参加している。また、5,024人の一般農民が陸稲種子を受け取っている。そ

れに加えて、2014年の第1作期には追加の研修が計画されており、さらに農民の数は増加する見込

みである。 

 

（1）指標3-1：プロジェクトよって確立した陸稲種子増産システムが維持され、以下の量の種子

が生産される。1）原種種子1t/年、2）認証種子10t/年 

本指標は達成されている。2013年第1作期までの実績で、原種種子、認証種子の各作期にお

ける生産量の平均はそれぞれ約2.3t（年換算4.6t）及び約13.4t（年換算26.8t）であり、指標の

数値を上回っている。 

 

表－６ プロジェクト圃場における種子の生産量 

（単位：t） 

 NERICA3 NERICA8 合計 

原種種子 認証種子 原種種子 認証種子 原種種子 認証種子

2011年第2作期 -  4.4 0 0.3 -  4.7 

2012年第1作期 3.0 28.6 0.6 2.5 3.6 31.1 

2012年第2作期 0.6  3.1 0.2 0.2 0.9  3.3 

2013年第1作期 1.3  9.9 1.0 4.7 2.3 14.6 

各作期の平均 2.3 13.4 

 

（2）指標3-2：MINADER職員が、上記の種子を生産できるようになる。 

本指標は達成されている。各圃場の視察の結果、MINADER職員への技術移転は継続され、

最低限のアドバイスで上記種子の生産が行われている（表-6）。 

 

（3）指標3-3：研修を受けた農業普及員と中核農民による現地研修が200回以上実施され、延べ

9,000人以上の農民が研修に参加する。 

本指標は達成見込みである。2013年10月末時点で175回の研修が実施され、6,297名の農民が

研修に参加した。また、2014年以降も研修が予定されている（表-7）。 
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表－７ 現場研修の参加者 

（単位：人） 

 2012年 

第1作期 

2012年 

第2作期 

2013年 

第1作期 

2013年 

第2作期 
合計 

中央州 570 948 1450 836 3,804 

東部州 207 466 581 144 1,398 

南部州 195 251 480 169 1,095 

合計 972 1,665 2,511 1,149 6,297 
出所：PRODERiP 

 

（4）指標3-4：主に地方農業局、農業普及員の活動を通し、9,000人以上の農民が、配布された陸

稲種子を受け取る。 

本指標は中間レビュー時に提案された延長期間を加味すると達成できる見込みである。

2013年10月末時点で、5,024人の農民に種子が配布された（研修を受講したものの、種子の受

領をしなかった農民もいることが、研修した農民数と種子を配布した農民数との差である）。

また、2014年以降も研修が予定されている（表-8）。 

 

表－８ 現場研修に参加し種子を配布された人数 

（単位：人） 

 2012年 

第1作期 

2012年 

第2作期 

2013年 

第1作期 

2013年 

第2作期 
合計 

中央州 411 711 1,263 515 2,900 

東部州 190 382 511 116 1,199 

南部州 186 222 411 106 925 

合計 787 1,315 2,185 737 5,024 
出所：PRODERiP 

 

成果4：プロジェクト対象3州のパイロット地域の陸稲栽培先進地域において、農家レベルでの

収穫後処理技術が改善される。 

成果4については、収穫後処理の研修には140人が参加し、指標4-1は達成されている。しかし、

精米の破砕米率、異物混入率、農家の陸稲栽培状況・収穫後処理状況等に係るデータの収集の指

標については、終了時評価時点では達成を予想することは難しい。 

（1）指標4-1：収穫後処理機材が導入された地域の地方農業局職員、農業普及員等、計46名以上

に対し、収穫後処理・マーケティングに係る研修が実施される。 

本指標は達成されている。終了時評価までの収穫後処理研修参加者数は140人であった。

また、IRADで実施された研修では、収穫後処理・マーケティングに係るモジュールが含ま

れており、参加者（MINADER 86人、農業普及員96人）が研修を受けた。 

マーケティングに関する研修は、2014年に開催予定となっている。 

 

（2）指標4-2：プロジェクトに支援された陸稲栽培先進地域において、精米の破砕米率が20％低

下する。 

本活動は2013年に活動を開始しており、終了時評価時点では指標の達成を確認すること



 

－11－ 

は困難である。 

ベースライン調査時の調査結果、砕米率72％、胴割れ率27％であった。適期の収穫及び

収穫後の籾乾燥工程の改善によって、砕米率を58％程度に低減することが想定されている。 

 

（3）指標4-3：プロジェクトに支援された陸稲栽培先進地域において、異物混入率が50％低下す

る。 

本活動は2013年に活動を開始しており、終了時評価時点では指標の達成を確認すること

は困難である。 

ベースライン調査時の異物混入率は2％であるが、異物混入率1％以下をめざす。 

 

（4）指標4-4：収穫後処理機材の設置場所において、1,400人以上の農家の陸稲栽培状況（農家戸

数、栽培面積、収穫量等）、収穫後処理状況などに係るデータが収集される。 

本活動は2013年に活動を開始しており、終了時評価時点では指標の達成を確認すること

は困難である。 

精米機が11サイト（8サイトは既に設置、3サイトが追加予定）、木製臼が60サイトに導入

された。終了時評価時点で、177人のデータが収集されている。7つの精米機導入拠点にお

いて、200人/拠点のデータ収集をめざす。 

 

３－３ プロジェクト目標の達成見込み 

プロジェクト目標：プロジェクト対象3州のパイロット地域において、陸稲を栽培する農家が

増加する。 

（1）指標1：プロジェクト終了時、対象3州のパイロット地域において計3,000世帯以上の農家が

陸稲栽培を開始し、協力期間内に少なくとも2シーズン生産を継続する。 

本指標はプロジェクト期間内に達成される見込みは低い。達成にはより長期間のモニタリ

ングを必要とする。PDM Ver.1では、プロジェクト目標の指標は「3州のパイロット地域にお

いて計3,000世帯以上の農家が陸稲栽培を開始する」であった。農業普及員によるモニタリン

グでは、2012年に種子を配布した2,071人のうち、1,297人（62.6％）が1回以上収穫を行ってい

る。終了時評価時点では、陸稲の種子は5,024人対して配布されている。そのため、この指標

の達成は可能である。 

プロジェクト目標の達成には、農民が継続して栽培することが重要という観点から、中間

レビュー時に本指標は「協力期間内に少なくとも2シーズン生産を継続する」と追記された。

本プロジェクトで実施した社会調査によれば、複数回稲作を実施したと確認できたのは2,071

人中535人（25.8％）1である（有効回答数974人）。複数回継続していない理由としては、鳥害、

播種時期の遅れによって収穫できなかった、などがある。継続率は、主作期における早期播

種や鳥の少ない季節の栽培などによって改善されるものと推測される。2年間の稲作栽培のモ

ニタリングの結果、二期作に向かない地域も確認されているため、稲作の阻害要因に対する

                                                        
1 有効回答数974人を母数にした複数回稲作を継続している割合は54.9％となるが、質問票に回答してくれたのは比較的熱心な

農家と考えられるため、2012年に種を配布した2,071人を母数として計算した。ただし、地方選挙などで繁忙のために質問票

に回答してくれなかった複数回栽培している農家もあるため、この数字は最低限の数字であると考えられる。 
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対策が講じられたとしても、継続が行われているのかを確認するのに少なくとも2作期（2年

間）を要する。 

 

３－４ プロジェクトの実施プロセス 

（1）プロジェクトマネジメント体制 

カメルーン・日本国側双方の情報共有・相談・協議は必要に応じて適切に行われている。 

本プロジェクトでは、週礼ミーティングが開催されており、情報や共通目標の共有に役立

っている。また、プロジェクト事務所がMINADER本部にあるため、事務次官、スーパーバイ

ザー、プロジェクトコーディネーター等とも日々のコミュニケーションができている。この

ような良いコミュニケーションは、多くの関係機関（IRAD、4種子生産圃場、3州、10パイロ

ット地区など）をカバーする本プロジェクトの進捗に役立った。本部からのコミュニケーシ

ョンや指示はこれら関係機関によって遵守された。 

 

（2）実施機関のオーナーシップ 

プロジェクト・ダイレクター、プロジェクト・マネジャーは、それぞれの役割を十分に果

たしている。また、MINADERから派遣されている2名のC/Pは常勤であり、常にプロジェクト

活動に参加している。 

予算の規模は適正であると考えられる。しかし、予算配布が遅くなり、プロジェクトの活

動が阻害されることがある。例を挙げれば、農業普及員のモニタリング活動への影響などが

ある。 
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第４章 評価 5 項目の評価結果と結論 
 

４－１ 妥当性 

以下のような理由により、妥当性は高い。 

（1）カメルーンの政策との整合性 

陸稲の増産をめざす本プロジェクトは、カメルーンの稲作分野の政策目標と合致している。

稲作分野の振興政策としてCARDの枠組みのもと、NRDSが2009年に策定された。その目標は、

国内稲作振興によるコメの国内自給である。特に、2018年までに約9.7倍のコメ生産を達成す

ることを数値目標とし、全体の7割強の生産を陸稲栽培が占めることを想定している。 

 

（2）ニーズ 

本プロジェクトは、カメルーン側のニーズに合致している。近年、ヤウンデ、ドゥアラと

いった大都市圏を中心にコメの消費が急速に広まりつつあり、米生産量は10万t（2007年、平

均籾収量2.27t/ha）にとどまるなか、2007年には47万t以上のコメが輸入されていた。そのため、

食糧安全保障の観点から国内のコメ生産の振興が喫緊の課題となっている。 

 

（3）わが国の援助政策との整合性 

本プロジェクトは、わが国の援助政策と整合している。わが国は2008年5月に横浜で開催さ

れた第4回アフリカ開発会議（TICAD Ⅳ）において、今後10年間でアフリカのコメ生産量を

倍増させる｢アフリカ稲作振興のための共同体（CARD）｣イニシアティブを、関係機関ととも

に国際社会に宣言した。 

2012年に作成されたわが国の国別援助方針では、「農業・農村開発」がその重点分野として

位置づけられている。 

 

（4）日本の技術の優位性 

日本の技術は有用に活用されている。本プロジェクトで普及が行われている栽培技術は、

ウガンダで実施されている「コメ振興プロジェクト」で開発された有用技術をカメルーンの

環境条件に合うように組み合わせたものである。また、2012年11月に、ウガンダに派遣され

ている専門家との相互訪問等を通じて、プロジェクト間の技術交換が行われた。 

また、カメルーンにおいては特にネリカ米について良質な稲種子を生産する知識や技術が

発展途上である。日本は稲種子生産技術や普及への優位性が極めて高い。したがって、陸稲

栽培知識・経験及び水稲を含む優良種子生産において、日本人専門家及び本邦研修における

技術移転は極めて有効である。 

 

４－２ 有効性 

以下のような理由により、有効性はやや高い。 

（1）プロジェクト目標の達成見込み 

プロジェクト目標はプロジェクト期間内に達成される見込みは低い。達成にはより長期の

モニタリングが必要である。 

今後も計画どおりに種子の生産、配布が継続できれば、種子配布農家の約60％が陸稲栽培
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を1回以上継続していたというデータもあることから、十分達成は可能である。 

本プロジェクトでは、当初予定していなかった種子生産を活動に追加したため、その配布

の開始が遅れたが、現在までのところ、パイロット・サイト内外で合計約8,000名の配布を達

成している。ただし、パイロット・サイト内で活動している農業普及員は60人程度であり、

その付き合っている農家数は限られるため、新規種子配布による新規陸稲栽培者数はやや減

少の傾向がみられている。そのため、残りの期間でその対策を検討する必要がある。さらに、

鳥害対策も検討する必要がある。 

また、本プロジェクトでは、当初すべてのパイロット地域で二期作を視野に入れた活動を

行ってきた。しかし、2年間のモニタリングによって、一部の地域では二期作が適していない

ことが判明している。1作期しか行われない場合、中間レビュー時で追加された「協力期間内

に少なくとも2シーズン生産を継続する」という指標の確認が困難であり、より長期間のモニ

タリングが必要となる。 

 

（2）外部要因 

鳥害について、2012年第1雨期には壊滅的な被害を受けた圃場もある（中央州）。第2雨期で

あれば鳥害は極めて少ないことが分かってきているが、栽培回数の増加に従って鳥害も増加

していく傾向がみられている。 

 

（3）プロジェクト目標達成の阻害要因、貢献要因 

1）阻害要因 

① 優良種子が入手できなかったことから、種子生産から始めた。そのため、種子配布開

始時期に遅れがみられた。 

② 農業普及員と付き合いがある農民は、ほぼ現地研修に参加したため、やや新規農民参

加者数の頭打ち傾向がみられる。 

③ 鳥害による被害が見られた。 

④ プロジェクト開始時には、対象地域の雨期の期間、イネの栽培期間、農作業に関する

情報が少なかった。モニタリングの結果、二期作に適していない地域が判明したこと

は、今後の指標達成を確認するうえで大きな阻害要因となる。 

 

2）貢献要因 

① プロジェクト開始の早い段階での、種子調達方法の転換とその実施 

② JICA側の理解による種子生産の方針変更に対する素早い投入（トラクターや作業機の

供与等）の実現 

③ 2012年及び2013年の栽培（合計4回の雨期作）によって、カメルーンの稲作の状況が明

らかになり、2013年の第2雨期からそのフィードバックを開始し、プロジェクトの運営

が効率的になってきている。 
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４－３ 効率性 

以下のような理由により、効率性はやや高い。 

（1）成果の達成度合い 

成果1～3（指標値）は、本プロジェクト終了時までにはほぼ達成されることが見込まれる。

しかしながら、成果4は、種子配布が遅れたことにより十分な籾の生産量がなかったことから

やや遅れている。そのため、プロジェクト期間内に成果4の達成を予想することが難しい。 

本プロジェクトでは、十分な活動が行われている。特に可能な限り生産者圃場でフォロー

アップを行っている。今後は鳥害対策、及び精米所へのかかわりを増やし、収穫農家数と収

量の増加、精米機の稼働率の更なる増加、及び精米所の有効利用（余剰種子情報の交換、糠

の有効利用等）を促進していく予定である。 

 

（2）投入の適正度 

1）日本人専門家の投入 

本プロジェクトの規模やその求められる成果に対して、当初長期専門家は2名と少なく、

当初の種子生産、栽培技術選定、C/Pの能力強化等について課題がみられた。また、チーフ

アドバイザーがプロジェクト開始から2年間は短期派遣であったことから、戦略をもってプ

ロジェクト遂行を行うことにも支障がみられた。 

2）供与機材の投入 

ほぼすべての機材がタイミングよく投入され、かつ有効に活用されている。日本からの

投入は過不足のない量と質が保たれているものと考えられる。また、プロジェクト独自で

種子生産を行う必要性が認められた際には、素早く必要な機材（トラクター及び作業機）

の投入ができるように手続きが進められたことは、プロジェクトの円滑な進捗に貢献した。 

一方で、現地で購入した機材（耕耘機や脱穀機）の機械自体の不備や販売店の技術者の

能力不足も少なからずみられる。 

3）カメルーン側C/Pの投入 

MINADERより2名の常勤C/Pが配置され、また種子生産圃場にMINADER中央州からも常

勤のC/Pが配置され、技術移転によって十分なレベルに達している。そのため、C/Pの人数、

配置状況、能力等は適切である。 

4）カメルーン側の資金の投入 

農業普及員の活動費、光熱費、JCC開催費など、カメルーン側の十分なカウンターパート・

ファンドが確保されている。加えて、種子生産のためにMINADERによって公共投資予算が

割り当てられている。 

 

４－４ インパクト 

以下のような理由により、インパクトはやや高い。 

（1）上位目標の達成見込み 

MINADERによる種子生産のための予算確保がある程度継続されれば、プロジェクト終了5

年後にはある程度上位目標の指標は達成される可能性がある。そのためには、優良種子の生

産、普及活動の更なる充実、及び収穫・収穫後処理へのインプット、市場流通、民間の参入、

農家間での種子の移動なども含めて考慮していく必要がある。 
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（2）上位目標とプロジェクト目標の乖離 

上位目標とプロジェクト目標は乖離していると考えられる。JCCでの協議によって、指標値

は11,000tの籾生産となったが、プロジェクト目標の達成から5年後を考えても過大な数値と考

えられる。ただし、JCCでは、上位目標は本プロジェクトのみの効果ではなく、NRDS等に基

づいたカメルーン全体の陸稲振興の結果であることを前提に協議されている。 

 

（3）計画外のポジティブなインパクト 

プロジェクト対象地域外にも種子の配布活動を行っており、2013年第1作期には1,526袋（1

袋4.5～5㎏）、第2作期には1,619袋の種子を配布した。このようにパイロット地域外へプロジ

ェクトの効果が広がりつつある。 

 

４－５ 持続性 

以下のような理由により、持続性はやや高い。 

（1）政策・制度面の持続性 

政策支援は継続される可能性が高い。稲作分野の振興政策としてNRDSがある。NRDSでは、

2008年の国内コメ生産量10万t（籾、推計値）に対し、2018年までに約9.7倍のコメ生産を達成

することを数値目標としている。これは、本プロジェクトがめざす方向とも一致する。 

また、カメルーン政府が本プロジェクトの種子生産に対して公共事業投資予算を振り分け

ているなど、その後の拡大が期待できる。 

 

（2）組織面の持続性 

組織面での持続性は中程度である。プロジェクト終了後にもMINADERとその普及組織が引

き続き活動を継続するかどうかは不透明である。したがって、本プロジェクトにおける陸稲

栽培普及にあたっては、生産者（農家）に技術が残ることを最優先と考え、MINADERととも

に生産農家へのフォローアップを行う必要がある。 

本プロジェクトで主として活用している「農業普及・研究支援プロジェクト」“National 

Agricultural Extension and Research Program：PNVRA”は、近年、農業普及員を増員していると

ともに車両やバイクなどの移動手段も考慮されており、また、予算も配分されている。その

ため、組織として受け継ぎ、普及していく可能性は高い。 

 

（3）財政面の持続性 

財政面での持続性は高い。プロジェクト実施中は、カウンターパート・ファンドが利用可

能であったこと、また、MINADERが公共投資予算として2012年/2013年に陸稲種子生産に支出

したことなど、大きな財政面での支援があった。プロジェクト終了後も、品種の管理、種子

生産及びその元種子の保存など、重要な部分については予算を十分に確保する必要がある。 

 

（4）技術面の持続性 

C/Pはプロジェクト期間中に必要な知識や技術を得た。彼らは、最低限のアドバイスで農業

普及員や中核農家への研修や種子生産などを行っている。これらの技術は、カメルーンにお

けるコメ産業の振興に活用されることが期待される。 
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本プロジェクトは、熱帯雨林地域に対応したプロジェクトであるが、陸稲栽培の基本技術

は、カメルーンにおける陸稲栽培地域のほとんどにおいて適応できる技術である。また、各

地域において気温や土壌特性に起因する生育期間の変更に伴う若干の修正が必要ではあるも

のの、これらの基本技術はサブ・サハラアフリカにおいて汎用可能な技術でもある。 

他地域にも陸稲普及開始を促すため、各州にあるMINADERの認証種子生産圃場へ原種種子

の提供及び生産技術の移転を開始している。また、それに関連し、種子生産体制構築に向け、

原原種種子生産を行う農業開発研究所（IRAD）担当者（2012年11月から）、原種種子及び認証

種子生産を行うMINADERの圃場担当者（2012年12月から）への稲種子生産技術の技術移転を

開始している。今後、更に共同作業を通じて技術移転を図る予定である。 

また、公共投資予算の配分に伴い、カメルーン全国の種子生産圃場を対象にした種子生産

研修を実施し、種子生産に係る技術の移転及び、できる限りの現地フォローアップを実施し

ている。 

 

４－６ 結論 

本プロジェクトは、カメルーンにおける陸稲栽培の開発に大きく貢献した。本プロジェクト開

始時には、高品質の種子がカメルーン国内で入手できないことが判明し、やや活動に遅れが見ら

れた。しかし、種子生産をプロジェクト活動に取り込み、現在までに約8,000人のプロジェクト・

パイロット地域内外の農民が種子を受領し、栽培を開始している。加えて、MINADERによって公

共投資予算が全国的に陸稲の種子生産を行うために割り当てられ、種子生産が開始されるなど、

プロジェクトのインパクトがみられた。 

一方、プロジェクト期間内（2014年5月）までにプロジェクト目標の達成を確認するには、いく

つかの懸念事項がある。プロジェクトで行っているモニタリングによれば、雨期がやや短い、ど

ちらかの雨期に鳥害が多いなどの理由で二期作に適していない地域があることが分かってきてい

る。プロジェクト目標の指標は「計3,000世帯以上の農家が陸稲栽培を開始し、協力期間内に少な

くとも2シーズン生産を継続する」ことであるが、二期作が適用できない場合、この指標を達成す

るのに長期間を要することになる。 

農民による栽培の継続も大きなチャレンジである。パイロット地区では、鳥害や収穫後処理な

どのいくつかの阻害要因があり、これは負のインセンティブになる可能性がある。今後、主作期

における早期播種、鳥害の少ない時期の栽培など、その対策を広めていく必要がある。 

加えて、MINADERがプロジェクトの成果を基に、種子生産のための独自予算を割り当て始めて

いる。種子生産の再活性化を支援するため、プロジェクト期間内に蓄積した知識や経験を基に技

術支援を行うことが望ましい。 

これらの活動を支援し、より堅固な結果を得るために、プロジェクト期間を延長することが必

要である。 
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第５章 提言と対処方針の検討結果 
 

５－１ 提言 

（1）陸稲栽培の成功率と継続率の改善 

大部分の農民は陸稲栽培を1作期のみ行っており、将来、どの程度の農民が陸稲栽培を継続

するのか予想することは難しい。プロジェクトで実施した社会調査の結果を基に、成功する

農民が増加するためのインセンティブや阻害要因などを特定する必要がある。また、その対

策を併せて検討する必要がある。 

 

（2）陸稲栽培農民を増加させるための対策の検討 

農民へ陸稲栽培普及を行うにあたり、本プロジェクトは農業普及員と良好な関係をもつ農

民を対象としてきた。しかし、その数はやや限界に近づき現場研修へ参加する農民がやや減

少している。現在の普及方法に加えて、農民共同組織（GICなど）を活用した新たな生産農家

を増加させる効果的な方法を検討する必要がある。 

 

（3）カメルーン・日本国側の種子生産活動における役割 

本プロジェクトの成果を基に、MINADERは種子生産の拠点の強化と拡大のための予算を確

保している。カメルーン側の目的は種子生産の全国展開である。これは、プロジェクトの範

囲を越えたものであるが、日本人専門家は必要時に技術的なアドバイスを行うなど、支援す

る必要がある。 

 

（4）プロジェクトの成果や経験の共有 

カメルーン周辺諸国は陸稲栽培に興味を示している。本プロジェクトの活動を通じて、陸

稲に関する有用な知識や経験が蓄積されており、もし要請があればその知識や経験を共有す

ることが望ましい。 

 

（5）プロジェクト期間の延長 

これまでに述べてきたように、プロジェクト目標の指標が変更され、その指標の達成をプ

ロジェクト期間内で達成することが困難である。中間レビュー時には、陸稲栽培の指導やモ

ニタリングのためにプロジェクト期間を20カ月延長することが提言された。しかしながら、

その後、陸稲開発と振興に係る正負の情報が蓄積されてきており、合同評価団はプロジェク

ト期間の延長を2年間（24カ月）にするよう提言する。 

陸稲は、カメルーンでは生産やマーケティングにリスクのある新規の作物である。現地研

修参加後に、2回以上栽培を行う農家が30％ということを考えると、1万人の農民に対して研

修及び種子の配布を行う必要がある。これまでに、パイロット地域において約5,000人に種子

を配布している。2年間の延長によって、今後4回の作期に農民5,000人が研修される見込みで

ある。多くのアフリカ諸国における陸稲振興に関するJICAの経験は、カメルーンにおける適

切な普及の方向へと導くこととなる。 
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５－２ 教訓 

（1）既存情報の活用 

本プロジェクトでは、プロジェクトの進捗を加速するため、特に成果1の陸稲品種選定や栽

培技術普及について、既存情報を有効に活用した。効果的なプロジェクトの運営のため、既

存の情報を有効活用することが重要である。 

 

（2）収穫後処理やマーケティングの重要性 

収穫前技術及び収穫後処理は、稲作の生産がポピュラーでないプロジェクト対象3州におけ

る陸稲栽培の導入にとって重要である。収穫後機材の導入の遅れは、研修後の陸稲栽培を開

始するインセンティブに影響があった。もし、精米機が初期に導入されていたとすれば、陸

稲栽培の継続率もやや高かった可能性がある。新たな地域に陸稲を普及するには、精米機の

導入を併せることが望ましい。 

 

（3）実施者と協力者のコミュニケーションの重要性 

本プロジェクトでは、週礼ミーティングが開催されており、関連情報や共通目標の共有に

役立っている。また、プロジェクト事務所がMINADER本部にあるため、事務次官、スーパー

バイザー、プロジェクト・コーディネーター等とも日々のコミュニケーションも円滑である。

このような良いコミュニケーションは、多くの関係機関（IRAD、4種子生産圃場、3州、10パ

イロット地区など）をカバーする本プロジェクトの進捗に役立った。本部からのコミュニケ

ーションや指示は、これらの関係機関によって遵守された。 

 

５－３ 対処方針事項についての検討・協議結果 

本終了時評価調査の対処方針事項について、現地での検討・協議結果概要は、以下のとおりで

ある。 

 

対処方針検討事項 結果概要 

陸稲栽培に成

功する農家数

向上に向けた

取り組みの強

化 

現在の状況を確認するために、普及地域

にて社会調査を実施している。この結果

から得られた地域別傾向や成功事例を参

考に今後の普及活動方針を検討する。 

2年間のモニタリングの結果、雨期の期間

が短い、鳥害が多いなどで二期作が困難

な地域が存在することが明らかとなり、

今後は地域別の普及方法を検討している

ことが確認できた。 

種子生産基盤

拡大への技術

支 援 と

MINADER職員

の能力向上へ

の協力 

新たにPDMに記載された指標の進捗状況

の確認と、成果品があればその確認をす

る。 

原種種子及び認証種子の生産量は、既に

指標を達成している。現在、プロジェク

トの種子生産圃場でMINADER職員に対

して、技術移転が継続されていることが

確認された。 

農民組織の活

用による普及

活動の効率化 

既存の農民グループ及び共同組合がパイ

ロット地域内でどの程度機能しているか

確認する。そのうえで、農民組織の活用

方法を検討する。例えば、収穫後処理や

生産物のマーケティング支援などについ

ては活用できる可能性がある。 

関係者（農業普及員、農民）からの聞き

取り調査の結果、農民組織は作物ごとに

分かれていることが多い。プロジェクト

では、稲作のための農民の組織化をめざ

しているが、まだ目立った成果は確認で

きなかった。 
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プロジェクト

成果・経験の活

用と共有の促

進 

周辺国の関係者をプロジェクトで行う

TOT研修への参加を働きかけるなどの活

用方法が可能である。さらに積極的に情

報発信を行い、必要に応じて、出張ベー

スでの支援を実施していく。また、本プ

ロジェクトについて延長フェーズでの活

動とすることを双方で確認し、活動内容

に盛り込む。PDMに追加するか必要性に

ついても検討する。 

参加者の自己負担によってカメルーンで

実施されている研修などへの受入れを行

うことや、出張ベースでの視察などは現

在も行われており、この活動は継続され

る見込みである。ただし、今後もカメル

ーンでの活動を中心とし、他国へのこの

ような普及活動は本プロジェクトの活動

には含めないことを確認した。 

陸稲生産の成

功率及び継続

率の向上 

社会調査の実施による結果を参考に、継

続農家数の確認及び普及を阻害する要因

について明らかにし、必要な対策を検討

し実施する。 

2年間のモニタリングの結果、雨期の期間

がやや短い、鳥害が多いなどで二期作が

困難な地域が存在することが明らかとな

った。今後は、適期播種の指導を行うな

どの対策を取ることにより、継続率の向

上をめざすことが確認された。 

種子生産能力

向上への貢献 

種子生産圃場管理の日々の業務を共にす

ることにより技術移転を行う。そのため

に圃場レベルでのC/Pの受入れを増やす。

ただしC/Pを増やせば済む問題なのか検

討する。上事業に係るプロジェクトから

の関与は技術的支援に限定することでよ

いか確認を得る。 

カメルーンで独自に実施されている種子

生産能力の向上については、今後も本プ

ロジェクトが必要に応じて、限定的な技

術支援を行うことが確認された。 

普及農家数の

選択と地域の

集中 

モチベーションの低い普及員も散見され

ることから、パイロット地域外も含めた

サイトと普及員の選択を検討する。現行

の普及方法に加え、新規栽培農家を増加

させる効果的な普及方法について検討し

実施する。 

普及については、PNVRAに対して働きか

け、コメを普及作物の1つとして普及員に

活動を実施してもらうことで、新たな栽

培農家の増加をめざす。また、地域ごと

に適期に研修を実施することで、作期の

絞り込みを検討していることが確認され

た。 

栽培適期の再

検討 

パイロット地域の絞り込みを行うか、年

に1回の栽培とする作期の絞り込みによ

り適期播種による適正栽培が可能か検討

する。 

プロジェクトでは、地域ごとの適期のみ

に研修を行うことで、作期の絞り込みを

行うことを検討している。ただし、組織

化を行っている農民グループについて

は、共同で鳥追いなどを行うことを前提

に、二期作を試みることを制限するもの

ではないことが確認された。 

日本人専門家

の投入の検討 

延長フェーズの活動内容確認の際に、併

せて必要な日本人専門家の投入（指導科

目等）とそれに対する業務量を検討し、

日本人長期専門家の増員について検討す

る。 

延長フェーズ時には、適期栽培の奨励や

農民の組織化などを図っていく必要があ

り、特に普及面に関して業務量が増加す

るため、日本人長期専門家の増員が必要

であることが確認された。 
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